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第４章 総括 

 

近年、行政データの活用促進、すなわち「オープンデータ」の推進により、行政の透

明性・信頼性の向上、国民参加・官民協働の推進、経済の活性化・行政の効率化が三位

一体で進むといったオープンガバメントが期待されており、国や地方自治体でもその取

組みが進められている。 

草津市は 第 1章で述べた、「草津市オープンガバメント推進 5年構想(案)」(図 4)

を掲げたように、5 年間の期間を設けて、オープンデータ化、オープンデータの活用、

そして、最終的には、オープンガバメントを推進させていく。 

 

 

図 4 草津市オープンガバメント推進 5年構想(案)(図 1-1 の再掲) 

 

本研究は、2年次に当たるものであり、草津市を事例に、オープンデータの利活用の

具体例を提案した。次年度は、オープンガバメントの事業所管課を設置し、コーポレー

トフェローシップ(IT 企業人材受入)の実施、データアカデミー(職員向けデータ人材育

成プログラム)の実施、などを具体化させていく必要がある。 

 

  

出所：草津市のオープンデータに関する研究会作成 
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おわりに 

 

 本研究では、2015(平成 27)年度に行った草津市におけるオープンデータ化の提案を

踏まえ、オープンデータ化されたデータを、オープンガバメントの推進に向けて、どの

ように利活用することができるのかを検討した。 

 日本では、現在、多くの自治体でオープンデータ化の取り組みが進められているが、

オープンガバメントの視点からの実践例は多くない。そこで、オープンデータ化された

行政情報だけではなく、産学公民の多様な情報を組み合せることによって、オープンガ

バメントのもとに、草津市においてどのような新たな提案が可能となりうるのかを検討

した。 

 そこで、2016(平成 28)年度は、①プロジェクトチームを結成し、②オープンデータ

を庁内に周知するための研修会の実施を行った。さらに、オープンデータを組み合せ、

新たな気づきを生み出す仕組みづくりとして、東京大学公共政策大学院が主催するコン

テスト「チャレンジ！オープンガバナンス 2016」に申請することを推進した。具体的

には、2016(平成 28)年 10 月 15 日にオープンした「アーバンデザインセンターびわこ・

くさつ」内のオープンガバナンス研究会において議論を深め、オープンデータだけでは

なく様々なデータを組み合せた利活用方法や新たな気づきを政策に活かすことができ

るかを検討した。 

 今後、オープンデータ化、そして、その活用を推進するためには、多様なアイデアを

考え、創出することのできる様々な人を巻き込む産学公民の連携の仕組みを構築する必

要がある。オープンデータの利活用で、自治体だけではなく、地域の企業・包括協定を

結んでいる大学・地域の民間団体や NPO 団体との連携をさらに強めていくことが重要で

ある。 

市民が、地域のデータを見て、地域の活性化や地域の課題解決に向けた議論を行える

場が生まれることで、オープンデータ化、オープンデータの活用、そして、オープンガ

バメントの実現に近づくものと考えられる。そのため、今後求められることとして、地

域のための各主体が連携したワークショップのような創発の場を提供する仕組み作り

が必要となる。 

 本研究で議論した課題をより明確にし、地域そして産学公民との連携を考え、オープ

ンデータ化、オープンデータの活用、そして、オープンガバメントの実現へ向けて、草

津市では、市全体として、今後、具体的な行動を起こしていくことが期待される。 
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